
地
方
消
費
者
行
政
推
進
交
付

金

●
各

地
方

公
共

団
体

に
お

け
る

消
費

者
行

政
の

計
画

的
・

安
定

的
な

取
組

を
促

進
●

併
せ

て
、

長
期

的
・

自
律

的
な

地
方

消
費

者
行

政
体

制
の

充
実

・
強

化
を

促
進

⇒
地

域
の

現
場

に
お

け
る

対
応

力
の

強
化

を
図

り
、

「
消

費
拡

大
」

に
資

す
る

「
消

費
者

の
安

全
・

安
心

」
を

幅
広

く
確

保

２
０
年

度
２
次

補
正

１
５
０
億

円

２
１
年

度
補

正
８
０
億

円

２
４
年

度
当

初
５
億

円

３
．
６
億

円
（
復

興
）

２
４
年

度
補

正
６
０
．
２
億

円

２
５
年

度
当

初
５
億

円

７
．
３
億

円
（
復

興
）

２
５
年

度
補

正
１
５
億

円

２
６
年

度
当

初
３
０
億

円

７
億

円
（
復

興
）

２
６
年

度
補

正
２
０
億

円

２
７
年

度
当

初
３
０
億

円

４
．
８
億

円
（
復

興
）

１
．
ト
ラ
ブ
ル
に
遭
っ
た
と
き
に
安

心
し
て
相

談
で
き
る
社

会
基

盤
づ
く
り

○
消

費
生

活
セ

ン
タ

ー
等

の
整

備
（

新
設

、
増

設
、

拡
充

）

○
消

費
生

活
相

談
員

の
配

置
・

養
成

○
都

道
府

県
に

よ
る

市
町

村
支

援
等

⇒
ど
こ
に
住
ん
で
い
て
も
質
の
高
い
相
談
・救

済
を
受
け
ら
れ
る
地
域
体
制
を
全
国
的
に
整
備

⇒
被

害
の
拡

大
防
止

２
．
消

費
者

問
題

解
決

力
の
高

い
地

域
社

会
づ
く
り

○
消

費
者

ト
ラ

ブ
ル

に
遭

う
リ

ス
ク

の
高

い
高

齢
者

等
の

被
害

防
止

の
た

め
の

「
地

域
の

見
守

り
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
」

の
推

進

○
消

費
生

活
協

力
員

等
の

地
域

の
リ

ー
ダ

ー
育

成

○
消

費
者

教
育

推
進

法
を

踏
ま

え
た

消
費

者
教

育
・

啓
発

の
推

進
等

⇒
地

域
社

会
全

体
と
消

費
者

自
身

の
対

応
力

を
強

化

３
．
国

民
一
人

ひ
と
り
の
立
場

に
立

っ
て

安
全

・
安

心
を
確
保

○
障

害
者

や
外

国
人

へ
の

対
応

強
化

（
情

報
提

供
・

相
談

体
制

強
化

等
）

○
土

日
祝

日
相

談
の

拡
充

等

⇒
誰

で
も
、
い
つ
で
も
相
談
・救

済
を
受
け
ら
れ

る
地

域
体

制
を
整

備

○
引
き
続
く
高
齢
者
の
消

費
者

被
害

の
深

刻
化

、
改

正
消

費
者

安
全

法
の
公

布
等

を
踏

ま
え
、
消

費
者

行
政

の
「
現
場
」
で
あ
る
地
方

公
共

団
体

が
行
う
消

費
者

の
安

全
・
安

心
確

保
に
向

け
た
取

組
を
強

力
か
つ
安

定
的
に
支
援
す
る
た
め
、
都

道
府

県
に
「
地

方
消

費
者

行
政

推
進

交
付

金
」
を
交

付
。

趣
旨

趣
旨

2
6
年
度
補
正

２
０
億

円
2
7
年
度
当
初

３
０
億

円

※
１

．
～

３
．

の
う

ち
一

部
は

、
「

国
と

地
方

と
の

コ
ラ

ボ
レ

ー
シ

ョ
ン

に
よ

る
先

駆
的

プ
ロ

グ
ラ

ム
」

に
よ

り
実

施
※

「
地

方
消

費
者

行
政

強
化

作
戦

」
（

2
７

年
３

月
策

定
）

を
推

進
。
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【別添２ 記入様式】 

「女性活躍加速のための重点方針 2015」該当箇所 

大項目 ４．暮らしの質の向上のための取組 

中項目 （３）豊かでゆとりある生活の実現に向けた取組 

小項目 ・働き方改革の契機となる夏の生活スタイル変革、家族との共食（食育）

の推進、街なか居住等の推進、テレワークの導入促進その他の豊かでゆと

りある生活を実現する施策を推進する。【内閣官房（補室）、内閣府(共生)、

内閣官房ＩＴ戦略室、経済産業省、総務省、国交省】 

該当施策名 

（事業名） 
ふるさとテレワーク推進事業 

該当施策の背景・

目的 

安倍政権下の成長戦略において「女性の活躍推進」が大きな柱として挙

げられている中、テレワークは場所の制約を受けることのない柔軟な働き

方を可能とすることで、女性の仕事と育児・介護の両立などワーク・ライ

フ・バランスを実現するものであり、その積極的な活用が期待されている。 

本施策では、地方創生に資する新たなテレワーク（ふるさとテレワーク）

を推進するとともに、有識者を活用した人的サポート体制の拡充や、セミ

ナー開催、女性のライフステージ（出産、育児）等に応じた柔軟な働き方

に資する導入手順書の策定等を通じて、テレワークの全国での普及を促進

し、企業における生産性の向上、就業者におけるワーク・ライフ・バラン

スの確立などを実現する。 

該当施策の政策手

段の分類 
Ａ 法令・制度改正 

Ｂ 税制改正要望 

Ｃ 予算 

27年度予算： 「ICTを活用した新たなワークスタイルの実現」

150,000千円 

※内数である場合はその旨記載 。 

28年度要求方針： 新規  拡充  継続  

※該当するものに○をしてください。 

Ｄ 機構定員要求 

Ｅ その他（具体的に： ） 

該当施策概要 平成 26年度は、テレワーク導入を検討する企業等への専門家派遣（40 社）

を行うとともに、全国でセミナー（5 箇所）を開催。また、厚生労働省と連

携してテレワーク普及に向けたモデル構築のための実証を実施。これらの施

策に加え、平成 27 年度は人的サポート体制拡充に向けた検討に着手してお

り、平成 28 年度に具体的な推進体制を確立する予定。 

問い合わせ先 

部局課 

総務省 

情報流通行政局情報流通振興課情報流通高度課推進室 
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【別添２ 記入様式】 

「女性活躍加速のための重点方針 2015」該当箇所 

大項目 ４．暮らしの質の向上のための取組 

中項目 （３）豊かでゆとりのある生活の実現に向けた取組 

小項目 時間に追われる暮らしを改善し、豊かでゆとりのある生活を実現すべく、

以下の方向で取組を進める。 

・働き方改革の契機となる夏の生活スタイル変革、家族との共食（食育）

の推進、街なか居住等の推進、テレワークの導入促進その他の豊かでゆと

りのある生活を実現する施策を推進する。 

該当施策名 

（事業名） 
テレワークの導入促進 

該当施策の背景・

目的 

 女性や高齢者の活躍による労働力の拡大、大都市への一極集中の是正

による地方での雇用拡大等のため、ＩＣＴを活用した、場所にとらわれ

ない多様で柔軟な働き方であるテレワークの推進が求められている。 

「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」（平成２７年６月３０日閣議決定）で

も、「若者や女性、高齢者、介護者、障がい者を始めとする個々人の事情

や仕事の内容に応じて、クラウドなどのＩＴサービスを活用し、外出先

や自宅、さらには山間地域等を含む遠隔地など、場所にとらわれない就

業を可能とし、多様で柔軟な働き方が選択できる社会を実現するととも

に、テレワークを社会全体へと波及させる取組を進め、労働者のワー

ク・ライフ・バランスと地域の活性化を実現する」とテレワークの促進

を明記。 

該当施策の政策手

段の分類 
Ａ 法令・制度改正 

Ｂ 税制改正要望 

Ｃ 予算 

27年度予算： ５０，０００千円 

※内数である場合はその旨記載。 

28年度要求方針： 新規  拡充  継続  

※該当するものに○をしてください。 

Ｄ 機構定員要求 

Ｅ その他（具体的に： ） 

該当施策概要 ・テレワークの普及を促進するために、就業者を対象にテレワークの実施状

況やテレワーカーの生活実態等を把握するためのテレワーク人口実態調査の

実施。 

・地方都市等における働く場の創出等により、地方都市等の活性化に資する

テレワーク展開拠点構築検討調査の実施。 

問い合わせ先 

部局課 

国土交通省 

都市局都市政策課都市環境政策室 
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背
景

と
課

題

・
都
市
を
巡
る
社
会
経
済
情
勢
の
大
き

な
変
革
に
対
応
し
た
都
市
特
性
毎
の
政
策
立
案
が
必
要

・
一
方
、
IC
T技

術
の
急
速
な
進
展
、
普

及
を
背
景
に
、
子
育
て
世
代
の
女
性
や
若
者
等
の
働
き
方
の
見
直
し

や
ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
の
観
点

か
ら
テ
レ
ワ
ー
ク
な
ど
の
IC
Tの

活
用
し
た
柔
軟
で
多
様
な
働
き
方
を

推
進
す
る
た
め
の
環
境
整
備
が
求
め

ら
れ
て
い
る
。

子
育
て
世
代
の

女
性
や
若
者
等
を
タ
ー
ゲ
ッ
ト
に

IC
T
を
活
用
し
た
多
様
で
柔
軟
な
働
き
方

に
資

す
る

テ
レ

ワ
ー

ク
展

開
拠

点
施
設
の

配
置
、
機
能
等
の
ニ
ー
ズ
を
把
握
す
る
と
と
も
に
、
地
域
活
性
化
等
の
観
点
で
、
都

市
整

備
の

あ
り

方
を

検
討

。

○
テ
レ
ワ
ー
ク
展
開
拠
点
構
築
検
討
調
査

要
求

内
容

調
査

結
果

の
公

表
等
に
よ
り
、
テ
レ
ワ
ー
ク
の
普

及
促
進
・啓

発
活
動
と
な
り
、
テ
レ
ワ
ー
カ
ー
数
等
が
増

加

施
策

の
成

果

○
テ
レ
ワ
ー
ク
人
口
実
態
調
査

IC
Tを

活
用

し
た
多
様
で
柔
軟
な
働
き
方
の
実
態
を
定
量
的
に
把
握
す
る
こ
と
に
よ
り
、
テ

レ
ワ

ー
ク

等
の

多
様

で
柔

軟
な
働
き
方
の

普
及
状
況
及
び
普
及
要
因
、
特
性
や
ニ
ー
ズ
を
分
析
。

●
経
済

財
政

運
営
と
改

革
の

基
本
方
針

20
15

（H
27

.6
.3

0閣
議
決

定
）

「
ＩＴ
に
よ
る
地

域
活
性

化
を
図
る
た
め
、
ク
ラ
ウ
ド
、
テ
レ
ワ
ー
ク
、
遠
隔
医
療
・教

育
等
を
通
じ
た
就
労
環
境
や
地
域
産
業
の
生
産
性
向
上
を
図

り
、
優

良
事

例
の

全
国

展
開

を
推

進
す
る
」

●
日
本

再
興

戦
略
改

訂
2
01

5（
H

27
.6

.3
0閣

議
決
定
）

「
長
時
間

労
働

の
是

正
に
向
け
た
企
業
の
雇
用
管
理
改
善
の
取
組
を
進
め
る
と
と
も
に
、
多
様
な
正
社
員
、
テ
レ
ワ
ー
ク
、
短
時

間
正

社
員
等
柔
軟
な
勤
務
形
態
の
導
入
に
向
け
た
取
組
を

促
進
」

●
世
界

最
先

端
IT
国

家
創

造
宣
言
（H

27
.6

.3
0閣

議
決
定
）

「
場
所
に
と
ら
わ

れ
な
い
就
業
を
可
能
と
し
、
多
様
で
柔
軟
な
働
き
方

が
選

択
で
き
る
社
会

を
実

現
す
る
と
と
も
に
、
テ
レ
ワ
ー
ク
を
社
会
全

体
へ

と
波

及
さ
せ

る
取

組
を
進

め
、
労
働
者
の

ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
と
地
域
の
活
性
化

を
実
現
す
る
」

テ
レ
ワ
ー
ク
の
導
入
促
進
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